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第１９期（令和２年 ３月３１日現在）貸借対照表 

 

（単位：円） 

科     目 金   額 科     目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 8,045,503,544 流 動 負 債 2,533,879,629 

現 金 及 び 預 金 373,103,181 買 掛 金 219,283,356 

割 賦 債 権 728,343,482 1 年内返済長期借入金 2,113,761,403 

未 収 リ ー ス 料 3,914,146 リ ー ス 債 務 62,377,297 

リ ー ス 債 権 275,767,300 未 払 金 724,642 

リ ー ス 投 資 資 産 6,578,905,364 未 払 費 用 14,354,043 

前 払 費 用 69,766,897 未 払 法 人 税 等 3,116,200 

未 収 収 益 5,476,325 未 払 消 費 税 等 3,073,292 

未 収 還 付 法 人 税 38,900 前 受 リ ー ス 料 36,457,682 

未 収 還 付 消 費 税 17,939,962 前 受 収 益 18,741,080 

そ の 他 流 動 資 産 18,602,697 割 賦 未 実 現 利 益 54,000,641 

貸 倒 引 当 金 △26,354,710 そ の 他 流 動 負 債 7,989,993 

    

固 定 資 産 51,634,976 固 定 負 債 4,923,195,590 

有 形 固 定 資 産 7,416,199 長 期 借 入 金 4,856,449,463 

賃 貸 資 産 4,708,712 リ ー ス 債 務 70,500 

賃 貸 資 産 処 分 損 引 当 金 △1,462 預 り 保 証 金 8,418,048 

社 用 資 産 2,708,949 長 期 仮 受 消 費 税 56,374,679 

  退 職 給 付 引 当 金 1,882,900 

無 形 固 定 資 産 21,949,290 負 債 の 部 合 計 7,457,075,219 

その他の無形固定資産 21,949,290 （ 純 資 産 の 部 ）  

投 資 そ の 他 の 資 産 22,269,487 株 主 資 本 640,063,301 

出 資 金 297,751 資   本   金 50,000,000 

差 入 保 証 金 1,481,900 利  益  剰  余  金 590,063,301 

固 定 化 営 業 債 権 5,528,537 利 益 準 備 金 3,250,000 

繰 延 税 金 資 産 20,489,836    そ の 他 利 益 剰 余 金 586,813,301 

貸 倒 引 当 金 △5,528,537      繰 越 利 益 剰 余 金 586,813,301 

    

  純 資 産 の 部 合 計 640,063,301 

資 産 の 部 合 計 8,097,138,520 負債及び純資産の部合計 8,097,138,520 
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

ア．賃貸資産 

    リース期間を償却年数とし、リース満了時の処分見積価額を残存価額とする定額法によ

っております。 

  イ．社用資産 

    リース賃借資産は、リース期間を償却年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。建物、建物附属設備および構築物は定額法、また、それ以外は定率法によってお

ります。 

  ウ．その他の無形固定資産 

    定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

（２）引当金の計上基準 

  ア．貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準に基づき債権分類を行い、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可

能性を検討して回収不能見込額を計上しております。 

  イ．賃貸資産処分損引当金 

賃貸資産の処分による損失に備えるため、期末賃貸資産に対して賃貸資産の処分損失見

込額を計上しております。 

  ウ．退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額を計上しており

ます。 

（３）収益及び費用の計上基準 

  ア．ファイナンス・リース取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

    リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

イ．オペレーティング・リース取引の収益の計上基準 

    リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、

その経過期間に対応するリース料を計上しております。 

  ウ．割賦販売取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

    割賦販売取引は、商品の引渡時にその契約高の全額を割賦債権に計上し、支払期日到来

の都度、割賦売上高及びそれに対応する割賦原価を計上しております。 

なお、支払期日未到来の割賦債権に対応する割賦未実現利益は、繰延処理しております。 

  エ．金融費用の計上基準 

    金融費用は、売上高に対応する金融費用とその他の金融費用を区分することとしており

ます。その区分の方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他資産に区分し、その資

産残高を基準として営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の

資産に対応する金融費用は営業外費用に計上しております。 

     

２．当期純利益金額 

45,373,718 円 


